
第二号第二様式（第十九条関係）

（単位：円）

地域福祉支援業務 災害時支援業務 経営支援業務 貸付業務 人材確保等業務 物資等供給業務 共通 小計

社会福祉連携推進業務収益

社会福祉連携推進業務受取利息

その他業務収益

補助金等収益

その他の業務収益

役員報酬

役員退職慰労金

役員退職慰労引当金繰入

職員給料

職員賞与

賞与引当金繰入

非常勤職員給与

派遣職員費

退職給付費用

法定福利費

水道光熱費

燃料費

消耗器具備品費

保険料

賃借料

車輌費

棚卸資産評価損

社会福祉連携推進業務支払利息

雑費

福利厚生費

職員被服費

旅費交通費

研修研究費

事務消耗品費

印刷製本費

水道光熱費

燃料費

修繕費

通信運搬費

会議費

広報費

業務委託費

手数料

損益計算書内訳表

（自）令和　年　月　日　（至）令和　年　月　日

勘定科目
社会福祉連携推進業務会計 法人

会計

経常経費寄附金収益

受取会費

業務収益

その他の収益

サービス活動収益計(１)

人件費

事業費

事務費

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

社会福祉連携推進法人名

その他の
業務会計

合計



保険料

賃借料

土地・建物賃借料

租税公課

保守料

渉外費

諸会費

雑費

為替差益

雑収益

為替差損

雑損失

建物売却損・処分損

車輌運搬具売却損・処分損

器具及び備品売却損・処分損

その他の固定資産売却損・処分損

　特別増減差額(10)=(８)-(９)

税引前当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

資産評価損

固定資産売却損・処分損

災害損失

その他の特別損失

特別費用計(９)

サービス活動外費用計(５)

設備整備等寄附金収益

長期運営資金借入金元金償還寄附金収益

サービス活動外増減差額(６)＝(４)-（５）

収
益

固定資産受贈額

固定資産売却益

その他の特別収益

特別収益計(８)

有価証券評価損

有価証券売却損

投資有価証券評価損

投資有価証券売却損

積立資産評価損

その他のサービス活動外費用

投資有価証券評価益

投資有価証券売却益

積立資産評価益

その他のサービス活動外収益

サービス活動外収益計(４)

支払利息

貸倒引当金繰入

その他の費用

サービス活動費用計（２）

受取利息配当金

有価証券評価益

有価証券売却益

費
用

サービス活動増減差額 (３)＝(１)－（２）

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

費
用

減価償却費

貸倒損失額

法人税、住民税及び事業税(12)

法人税等調整額(13)

当期活動増減差額(14)=(11)-(12)-(13)

経常増減差額(７)=(３)＋(６)

特
別
増
減
の
部



（作成上の留意事項）

基金受入額(16)

当期末基金残高
(18)=(15)+(16)-(17)

前期代替基金残高(19)

代替基金計上額(17)

当期活動増減差額(14)

当期末繰越活動増減差額
(26)=(25)+(14)

積立金取崩額(22)

純
資
産
増
減
の
部

基
金

代
替
基
金

積
立
金

次
期
繰
越
活
動
増
減
差
額

当期末純資産残高
(28)=(18)+(20)+(24)+(27)

基金返還額(17)

前期繰越活動増減差額(25）

前期基金残高(15)

積立金取崩額(22)

積立金積立額(23)

当期末積立金残高
(24)=(21)-(22)+(23)

積立金積立額(23)

次期繰越活動増減差額
(27)=(26)+(22)-(23)

当期末代替基金残高
(20)=(19)+(17)

前期積立金残高(21)

・本様式の会計の区分については、社会福祉連携推進業務のうち実施していない業務に係るものは省略することができる。また、単一の社会福祉
　連携推進業務のみ実施している場合には、共通に係る区分を省略することができる。

・本様式の勘定科目については、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないものとする。


